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随
意
契
約
・１
者
応
札
で
８
割

会
計
検
査
院
が
２９
日
発
表
し
た

抽
出
調
査
結
果
に
よ
る
と
、
２
０

０
８
～
１０
年
度
の
Ｉ
Ｔ
調
達
契
約

１
６
７
７
件

（
９
３
３
４
億
円
）

の
う
ち
、
随
意
契
約
は
４３

・
４
％
、

応
札
者
が
１
社
だ
け
の

「
１
者
応

札
」
が
３７

ｏ
６
％
に
上
り
、
全
体

の
約
８
割
で
競
争
性
が
不
十
分
だ

つ
た
０
０６
年
の
調
査
時
に
約
８
割

だ

っ
た
随
意
契
約
は
減

っ
た
も
の

の
、
代
わ

っ
て
競
争
入
札
で
の
１

者
応
札
が
増
え
た
。

「
入
札

へ
の
参
加
を
呼
び
か
け

て
も
、
な
か
な
か
業
者
が
現
れ
な

い
」
。
あ
る
省
庁
の
会
計
担
当
者

は
首
を
か
し
げ
る
。

こ
の
省
庁
で
は
０８
年
頃
、
Ｉ
Ｔ

調
達
に
競
争
入
札
を
本
格
導
入
し

た
が
、
―
者
応
札
が
多
発
し
て
い

る
と
い
う
。
特
に
ヽ
大
手
業
者
同

士
が
競
合
す
る
の
は
極
め
て
ま
れ

だ
と
い
い
、
担
当
者
は

「
業
者
間

で
不
文
律
の
よ
う
な
、
す
み
分
け

が
あ
る
の
で
は
な
い
か
」
と
い
ぶ

か
る
。

大
手
シ
ス
テ
ム
開
発
会
社
は
、

１
者
応
札
な
ど
が
相
次
ぐ
理
由
に

つ
い
て
、

「
省
庁
の
シ
ス
テ
ム
開

発
に
は
、
複
雑
な
法
律
事
務
を
読

み
解
く
高
度
な
ノ
ウ

ハ
ウ
が
必
要

で
、
新
規
参
入
は
容
易
で
は
な
い
」

と
説
明
す
る
。
こ
の
た
め
、
業
界

各
社
は
、
自
社
が
過
去
に
納
入
し

た
シ
ス
テ
ム
の
保
守
や
改
修
な
ど

で
効
率
よ
く
利
益
を
上
げ
よ
う
と

す
る
傾
向
が
あ
る
と
い
う
。

検
査
院
「改
善
が
必
要
」

中
央
省
庁
が
、
総
務
省
の
Ｉ
丁
調
達
事
例

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
ロ

ヘ
登
録
す
べ
き
仕
様
書
な

ど
の
情
報
の
う
ち
、
約
５
割
を
未
登
録
の
ま

ま
放
置
し
て
い
た
こ
と
が
、
２
０
０
９
年
度

分
を
対
象
に
し
た
会
計
検
査
院
の
調
査
で
分

か

っ
た
。
調
達
の
透
明
性
確
保
の
た
め
国
が

設
け
た
指
針
に
違
反
し
て
い
る
。
た
だ
、
省

庁
の
調
達
業
務
に
役
立
つ
情
報
が
十
分
に
含

ま
れ
て
い
な
い
な
ど
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
自
体

に
も
問
題
が
あ
る
と
し
て
、
検
査
院
は

「
巨

額
の
Ｉ
Ｔ
調
達
費
を
少
し
で
も
安
く
す
る
た

め
に
も
、
改
善
が
必
要
」
と
し
て
い
る
。

検
査
院
に
よ
る
と
、
中
央
省

庁
が
０９
年
度
に
行

っ
た
シ
ス
テ

ム
の
設
計
、
開
発
、
運
用
な
ど

に
関
す
る
主
な
契
約
は
７
７
４

件

（
１
８
３
７
億
円
）
。
こ
の

う
ち
、
政
府
Ｉ
Ｔ
戦
略
本
部
内

の
各
府
省
連
絡
会
議
が
０７
年
に

策
定
し
た

「
情
報
シ
ス
テ
ム
に

口

鼎

某

『

ダ

メ

設
計
契
約
な
ど
に
つ
い
て
、
政

府
内
の
情
報
共
有
な
ど
を
目
的

に
２
０
０
４
年
４
月
、
総
務
省

が
運
用
を
開
始
。
各
省
庁
は
国

の
指
針
に
基
づ
き
、
調
達
計
画

書
、
仕
様
書
、
入
札
結
果
な
ど

の
情
報
を
登
録
す
る
。

係
る
政
府
調
達
の
基
本
指
針
」

で
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
登
録
対

象
と
さ
れ
た
卜
億
４
０
０
０
万

円
以
上

（
当
時
）
の
契
約
は
１

１
２
件
あ

っ
た
が
、
実
際
に
登

録
さ
れ
た
の
は
５７
件

（
５‐
％
）

に
と
ど
ま

っ
た
。

省
庁
側
は
検
査
院
に
対
し
、

「
デ
ー
タ
の
入
力
作
業
に
手
間

が
か
か
る
」
な
ど
と
登
録
を
怠

っ
た
理
由
を
説
明
。
ま
た
、
予

定
価
格
の
算
定
内
訳
や
機
器
単

価
な
ど
、
調
達
業
務
の
参
考
に

な
る
情
報
が
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に

入

っ
て
い
な
い
な
ど
の
問
題
点

も
指
摘
し
た
と
い
う
。

Ｉ
Ｔ
調
達
で
は
、
体
系
的
な

積
算
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
な
い
た
め

価
格
設
定
が
難
し
く
、

「
業
者

の
見
積
も
り
を
参
考
に
せ
ざ
る

を
得
な
い
」

（
経
済
産
業
省
）

と
い
う
”

政
府
の
Ｉ
Ｔ
関
連
予
算
は
年

間
１
兆
円
前
後
に
上
る
。
検
査

院
は
、
デ
ー
タ
ベ
■
ス
を
改
善

し
、
積
算
内
訳
な
ど
の
有
益
な

情
報
を
政
府
全
体
で
共
有
で
き

れ
ば
、
価
格
の
合
理
化
に
つ
な

が
る
と
み
て
い
る
。
　
′
　

一

総
務
省
は
、
登
録
漏
れ
が
あ

る
こ
と
を
認
め
た
上
で
、

「
各

省
庁

に
協
力
を
求
め

て
い
る

が
、
登
録
す
べ
き
調
達
案
件
が

ど
れ
だ
け
あ
る
か
の
把
握
も
難

し
い
の
が
現
実
」と
し
て
い
る
「

ノ
ウ
ハ
ウ
蓄
積
を

Ｉ
Ｔ
調
達
に
詳
し
い
奥
村
裕

一
・
東
大
特
任
教
授

（
公
共
政

策
）
の
話

「
巨
額
の
Ｉ
Ｔ
予
算

で
ム
ダ
が
省
け
れ
ば
震
災
の
復

興
財
源
に
も
な
る
。
随
意
契
約

や
―
者
応
札
を
減
ら
し
て
コ
ス

ト
削
減
を
図
る
た
め
に
も
、
発

注
者
側
に
は
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

を
活
用
し
て
ノ
ウ

ハ
ウ
を
蓄
積

し
、
多
く
の
業
者
が
入
札
に
参

加
し
や
す
い
よ
う
発
注
す
る
努

力
が
必
要
だ
」

原
発
事
故
賠
償

一

初
の
和
解
成
立
一

東
京
電
力
橿
島
第

一
原
発
争

故
の
賠
償
問
題
を
巡
り
、
政
府

の

「
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
解

決
セ
ン
タ
ー
」
の
仲
介
で
２９
日
、

被
害
者
と
東
電
の
初
の
和
解
が

成
立
し
た
。
９
月
の
業
務
開
始

以
来
、
セ
ン
タ
ー
に
は
２
４
９

「
―
―
―
―
―
‐
・１
‐

伊
豆
産
じ

セ
シ
ウ
′、

静
岡
県
は
２９

市

の
旧
中
伊
百

穫
、
加
工
さ
れ

シ
イ
タ
ケ
か
ら

制
値

（
１
計

・

０
珍
）
を
超
え

放
射
性
セ
シ
ウ

た
と
発
表
し
た

同
市
で
は
先

町
地
区
の
春
物

件
の
申
し
立
て

タ
ー
は

「迅
凍

し
て
い
き
た
い

同
セ
ン
タ
ー

立
人
は
、
原
整

に
勤
務
し
て
い

で
勤
務
先
が
緒

さ
れ
た
」
と
７

中
の
給
与
減
ハ

め
、
９
月
９
ロ

立
て
た
。
和
僣


